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1 節 震災を巡るNHKの取り組み

Ⅰ．震災報道
　未曽有の大災害となった東日本大震災（国内観
測史上最大のマグニチュード9.0，死者と行方不
明者合わせておよそ 1万9,000人）については，
2011年度も被災地の現状，復興の進捗

ちょく

状況と課題，
福島の原発問題について伝え続けた。
　地震の発生直後からこれまでにない規模で放送
を続けたが，11年度に入っても，4月下旬まで『お
はよう日本』では，通常の番組に加えて午前 0時
を過ぎた深夜も，正時ごとにニュースを伝えた。
『ニュース 7』も， 4月下旬まで番組を60分に拡
大，『ニュースウオッチ 9』も震災 1か月後まで，
放送時間枠を拡大して，被災状況，東京電力福島
第一原子力発電所事故の影響などを分厚く多角的
に放送した。
　その後も，全局態勢で取材・放送を続けるため，
異動期に，仙台・盛岡・福島の被災地 3放送局に
は，記者・ディレクター・アナウンサーの要員を
増強した。
　さらに，記者・映像取材・映像制作については，
岩手，宮城，福島の東北 3県（前線基地含む）に，
厚い応援体制を敷いた。（11年10月末時点で，応
援者50人。その後も現地局と相談しながら，支援
体制を継続している。）
　番組については，『NHKスペシャル』や『クロ
ーズアップ現代』で，情報をせき止め，その意味

合いを掘り下げて伝えた。
　『NHKスペシャル』では， 1年に40本余りの
震災関連の番組を放送した。被災地の現状と復興
の課題を継続的に伝えるため，毎月 1回「シリー
ズ東日本大震災」を放送するとともに，調査報道
「巨大津波“いのち”をどう守るのか」など，そ
れぞれのテーマでの番組も放送した。原発につい
ては，「シリーズ原発危機」として，安全神話が
崩れた背景やメルトダウンがどのようにして起こ
ったのか，放射能汚染の広がりなど，多角的に伝
えた。
　『クローズアップ現代』では51本の震災関連番
組を放送した。特に発生当初の11年 4 月， 5月に
は集中的にさまざまな角度から伝える努力をし
た。
　『お元気ですか日本列島』（総合：午後 2時 5
分）では，「震災に負けない」というサブタイト
ルを掲げ，復興に向けた努力や被災者支援などを
継続的に伝えた。毎月11日の月命日には，現地か
ら追悼の様子を中継で伝えるなど，被災地の視点
を大切にしながら放送を行った。
　また，震災から半年の11年 9 月10日，11日には，
特別編成で，被災地の現状と復興の様子，さらに
追悼の様子も伝えた。
　震災から 1年については， 9本連続の『NHK
スペシャル』を放送するとともに，12年 3 月10日，
11日の特別編成では，宮城県石巻市をキーステー
ションに被災者の声，復興への課題，全国からの
支援の広がり，政府の追悼式典の様子などを 2日
間にわたって伝えた。

第 2 章 東日本大震災

津波に襲われる東京電力福島第一原子力発電所（東京電力：撮影）

　2011年 3 月11日に発生し，未曽有の大災害となった東日本大震災は，発生から 1年経過してもなお34万
人を超える人が避難生活を余儀なくされ，また，福島第一原子力発電所の事故は極めて大きな社会的影響
を及ぼしている。この章では，東日本大震災を巡るこの 1年のNHKの取り組みと原子力発電所事故の動
き等を記載した。
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Ⅱ.「東日本大震災プロジェクト」

1．ねらいと組織

（1）ねらい
　東日本大震災プロジェクト（以下「震災プ
ロ」）は，「明日へ～支えあおう～」を標語に，被
災地の復興を支援する取り組みをプロジェクトと
して発足した。
　被災地を忘れないための放送，被災地に笑顔を
届けるイベントのほか，全国の人々に東北に足を
運んでもらうためのキャンペーンや，世界に震災
後の日本を伝える取り組み，さらに震災を記録・
保存し，将来の防災を考える取り組みなど，放送・
放送外を問わず幅広い視野で震災に向き合い，被
災地を支援することを目指している。
（2）組織
　震災プロは，震災からおよそ 1か月後の11年 4
月から組織・コンセプト作りが始まり， 5月に
NHK全局体制のプロジェクトとして正式発足し
た。
　事務局は，専従 1人，兼務者 9人からなり，放
送総局，視聴者総局，仙台放送局にまたがって組
織されている。
　事務局の11年度の構成メンバーは以下のとお
り。
　・ 事務局長 1人（編成局編成センター長が兼

務）
　・専従者 1人
　・その他の兼務者 8人
　　　大型企画開発センター 1人，制作局 1人，
　　　報道局 2人，編成局 2人，
　　　視聴者事業局 1人，仙台放送局 1人

　この事務局メンバーのほかに，29人のプロジェ
クトメンバーを加え親会を構成している。プロジ
ェクトメンバーは，制作局，報道局，広報局，営
業局，ライツ・アーカイブセンター，デザインセ
ンターなど全局から集められている。

2．放送での取り組み

　11年度のNHKの放送のうち，震災プロが深く
関わり放送した番組や，震災プロが予算補助を行
って放送した番組の主なものは以下のとおり。
（1）震災半年特集番組
　震災半年の集中編成は， 9月10日夜から11日夜
にかけて26時間余り震災関連の番組を総合波を中

心に放送。石巻をベースに三宅民夫・滝島雅子両
アナウンサーの司会で進行した。各地の中継やメ
ッセージ募集も交え，被災地の声を聞くことを全
面に打ち出した演出で放送。また岩手久慈から，
のど自慢拡大版を行い，被災 3県から出場者を募
った。
（2）きらり！東北の秋
　BSプレミアムで10月22～30日の 9 日間に計35
の東北関連の番組が集中編成され，東北の魅力を
全国に伝えた。総放送時間は75時間30分。『歌お
う明日へコンサート』2.7%，『ローカル鉄道の旅』
1.3%など，高視聴率を記録した番組も多い。
　またコロッケや加藤登紀子が被災地を訪ねた
『きらり！えん旅』は，その後定時番組化されて
いる。
（3）東北キャラバン
　『あさイチ』では，10月末～11月初旬に 1週間
の福島キャラバンを，『ゆうどきネットワーク』
では12月に東北キャラバンを組んだ。中でも『あ
さイチ』キャラバンは，福島県域での視聴率が平
均20.4%など高い関心を見せた。
（4）証言記録・東日本大震災
　実際の被災体験を語っていただき，放送とウェ
ブで記録していくプロジェクト。放送は12年 1 月
からスタートし，随時編成の 5分ミニ番組『あの
日わたしは』と，毎月 1回の『証言記録・東日本
大震災』として放送されている。
（5）地域ミーティング・復興カレッジ
　復興に関わるノウハウを持った知恵者が被災地
を訪ね，被災地の人たちと具体的な策を話し合う。
ドキュメント形式の「地域ミーティング」と，シ
ンポジウム形式の「復興カレッジ」として開発し
た。12年度は，これらを統合し「復興サポート」
として，『明日へ～支えあおう』の枠内で放送す
る。
（6）その他の番組
　防災の心得や被災地へのメッセージなど，震災
に関わる取り組みを 1 分にまとめた『明日へ
1min』を 1日 2回程度放送。

3．震災1年の取り組み

　12年 3 月11日を中心に，震災プロは各部局と連
携して，被災地の今を伝え支援するキャンペーン
をおよそ 2か月にわたって展開した。
　主な内容は以下のとおり。
（1）特集『震災から 1年　明日へ～支えあお

う』
　12年 3 月10日前8:15から11日後22:15に至る，延

（　　　　　　　　　）
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べ約12時間にわたって，総合テレビで生放送を行
った。司会は三宅民夫，滝島雅子両アナウンサー。
「From被災地・To被災地」をコンセプトに，被
災地の今の情報，そして被災地を支援する全国の
声を伝えた。多様化する被災地の現状をつぶさに
伝えるため，中継車を北と南から走らせ各地で中
継しながら石巻で合流した。
　視聴率は，11日午前7:45～10.7%，午後帯7.7%，
追悼式前後は15%など。コールセンターには673
件の問い合わせが寄せられ，関心の高さを示した。
（2）特集番組展開
　Nスペ 9夜連続放送を核に，震災ドラマ『それ
からの海』，震災当日の東京を描く『 3月11日の
マーラー』『3.11東京にて』，Eテレ『E特・南三陸』
『地域ミーティング』，BSプレミアムでの長時間
にわたる『明日へコンサート』，海外の視点を取
り入れたBS1『シリーズ震災後を歩く』など多角
的な視点から波を超えて震災関連番組を編成・制
作した。
（3）ミニ番組
　 2月から 3月にかけて『子どもたちの見た被災
地』『全国の支援者紹介』『過去の被災地からのメ
ッセージ』『海外からのメッセージ』『県外避難者
の今』『高校生の見た被災地』『あの日あの時』の
各シリーズで合計87本のミニ番組を放送した。
（4）復興支援ソング「花は咲く」
　震災 1年に合わせて「花は咲く」を制作・放送
した。ともに宮城出身の，作詞は岩井俊二氏，作
曲は菅野よう子氏に制作を委嘱，出演者も被災県
ゆかりの34組の著名人に依頼した。『明日へコン
サート』や『特集 震災から 1年　明日へ～支え
あおう』の中でも放送し，その後もミニ番組など
で多数放送している。
（5）関連イベント
　12年 1 月から 3月にかけて全国各局で行われる
事業イベントで，復興支援の展示・動画公開を実
施。参加者に被災地へのメッセージを直筆で書い
てもらう取り組みを行った。

4．放送外の取り組み

　震災プロでは，イベントやウェブサイトなど放
送外の支援活動にも力を入れている。主な活動は
以下のとおり。
（1）子どもキャラバン
　「被災地の子どもたちに娯楽を」と，キャラバ
ンカーを仕立て，仮設住宅や幼稚園・保育所を中
心に回り，「忍たま乱太郎」や「おじゃる丸」な
どのショーを行った。第 1弾は10月～12月の足か

け 3か月にわたり実施。計50会場で57公演を実施
し，9,327人が参加。 2月から 3月にかけて行っ
た第 2弾は17か所17公演，2,510人が参加した。

（2）ふれあいミーティング
　被災地に笑顔を届けようと， 7月に『どんど晴
れ』，8月に『大河ドラマ』「平清盛」，9月に『す
くすく子育て』など，各番組と連動したふれあい
ミーティングを実施した。
（3）東北の四季キャンペーン
　四季折々の東北の魅力を伝え，東北に足を運ん
でもらおうというプロモーション展開を放送と連
動しながら行った。
　11年夏の「祭りは東北」に始まり「きらり！東
北の秋」「ほっこり東北の冬」「ひらり東北の春」
と続いている。衛星放送センターやBSプロモー
ション，広報局や事業部・営業局，さらに各地域
局などと連動し，組織横断的に実施した。ポスタ
ーやチラシ，中吊り広告，ウェブサイト，クラッ
チ，PR動画など，多メディアで展開し，JRとの
大規模な相互協力も実現した。
（4）ウェブ上での取り組み
　「明日へ」ポータルサイトを 9月 9日に本格オ
ープン。震災関連の各番組ページのほか，視聴者
からのメッセージの募集，「きらり！東北の秋」
など四季キャンペーンの特設ページ，全国の皆さ
んの「フォトメッセージ」，また被災者に被災地
を記録してもらう「現地発　明日へブログ」など
から構成される。
　また『証言記録・東日本大震災』と連動した
「東日本大震災アーカイブ」は，被災地の証言を
動画クリップとマップで紹介する。 3月上旬にオ
ープンし，12年 3 月11日には60万件を超えるアク
セスを記録した。
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（5）その他のイベント
　ラジオ体操の派遣，『きれいの魔法』（Eテレ）
のヘアメイク講師の派遣イベントなど，番組の講
師や出演者を被災地に派遣して触れ合うイベント
を行った。

5．国際展開の取り組み

　震災プロでは，海外に震災，および震災後の日
本の情報を伝えることも目的の一つに掲げ，取り
組んでいる。
（1）国際展開プロジェクト
　震災プロとNスペ事務局，報道局国際展開プロ，
関連事業局，ソフト開発センターが共同して，震
災関連番組の効率的・効果的な国際展開を目指す
プロジェクトを立ち上げ，活動した。『NHKスペ
シャル』を中心とした番組の各国語版化を行い，
それらの展開・発信を行っている。11年度につい
ては，40を超える番組の展開を行った。
（2）海外の著名人を使った番組
　歌手や俳優，文化人など海外の著名人が震災後
の日本を訪れ，彼らの視点で日本を世界に向けて
発信する一連の番組を開発・放送した。ジャズピ
アニストのボブ・ジェームスを起用した『JAZZ 
for JAPAN』（10月28日・NHKワールド），各国
の著名ジャーナリストの目線から描く『シリー
ズ・震災後を歩く』（ 3月12～15日・BS1）など。
これらはNHKの放送だけでなく，世界のイベン
ト会場の上映や海外メディアでの放送も実現し
た。
（3）英語版ウェブサイト
　英語サイト「JAPAN　beyond 3.11」を開発，
11月にオープンした。震災に関する基本情報，動

画クリップによる情報発信，メッセージの授受，
風評被害の是正のための日本文化紹介などを英語
で閲覧できる。

6．2012年度以降に向けての開発番組

　震災プロでは12年度テレビ各波で 1つ以上の定
時番組を放送するよう，開発してきた。震災 1年
を経過しても，継続的に震災・復興に関する情報
を出し続けていくためである。それぞれ11年度に
特集番組として放送し，12年度に定時化。
（1）『明日へ～支えあおう』
　総合。被災地に寄り添った復興ドキュメント。
11年度にスタートした「復興サポート」「証言記
録・東日本大震災」のシリーズも，12年度はこの
枠で放送。
（2）『リトル・チャロ　東北編』
　Eテレ。東北の文化的魅力をアニメを通して伝
える。ドキュメントも組み合わせた特集番組が11
年度に総合とBSプレミアムで放送された。
（3）『東北発☆未来塾』
　Eテレ。10年後の東北を担う若者を応援する人
材育成番組。11年度にキックオフ特番放送。
（4）『きらり！えん旅』
　BSプレミアム。タレントや歌手が被災地を訪
ね交流する。11年度秋から放送開始。12年度に本
格定時化。
（5）『TOMORROW beyond　3.11』
　BS1・NHKワールド。海外の著名人が震災後の
日本を旅し，世界に紹介する。11年度の特集番組
を経て，12年度定時化。
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2 節 福島第一原子力発電所事故

1．事故の経緯

　2011年 3 月11日午後 2時46分，東日本大震災の
発生で，東京電力福島第一原子力発電所では，外
部電源の供給がすべて失われた。運転中だった 1
号機から 3号機の原子炉は直ちに自動停止。非常
用発電機が作動して，中央制御室では，緊急時の
操作を始めた。ところが 1時間後の11日午後 3時
40分，照明や表示灯が突然消える。高さ13メート
ルの津波に襲われ，非常用発電機が水没した瞬間
だった。
　全電源喪失。日本の原発が経験する初めての事
態だ。原子炉を冷やすことができなくなり，11日
午後 7時すぎ，政府は初めての「原子力緊急事
態」を宣言。11日午後 9時23分に福島第一原発の
半径 3キロ圏内に避難指示を出した。このときす
でに 1号機の原子炉は深刻な事態に陥っていた。
経済産業省の原子力安全・保安院の解析によると，
1号機の原子炉は午後 5時ごろには，水位の減少
で核燃料が露出。午後 6時には炉心損傷が始まり，
午後 8時には核燃料が溶け落ちるメルトダウンが
起きていたとみられている。
　 3月11日の夜から12日の朝にかけて東京電力と
政府は，電源を回復し，原子炉を冷やそうと奔走。
各地から電源車を福島第一原発に集めるととも
に，消防車による注水を試みた。しかし，津波で
運ばれたがれきの散乱や配電盤の水没で作業は難
航した。さらに 1号機の格納容器の圧力が急上昇
していたことから，12日午前 3時，東京電力と政
府は，格納容器の気体を放出して圧力を下げる
「ベント」を行うことを発表した。しかし，原子
炉建屋の高い放射線量などに阻まれてこの作業も
難航し，結局，ベントが行われたのは，半日後の
12日午後 2時半だった。
　その 1時間後の12日午後 3時36分， 1号機の原
子炉建屋が爆発。原子炉から漏れ出た水素が建屋
上部にたまり，爆発したのだ。しかし，政府の確
認は遅れ，枝野官房長官が記者会見したのは 2時
間後。しかも「何らかの爆発的事象があった」と
いう表現にとどまった。
　政府の避難指示は，12日早朝に半径10キロに広
がっていたが，午後 6時25分にはさらに半径20キ
ロに拡大。また，福島第二原発の周辺でも避難指
示が出された。
　14日午前11時すぎ，今度は， 3号機の原子炉建

屋が水素爆発。15日午前 6時すぎには， 2号機の
圧力抑制室付近が損傷。 4号機の原子炉建屋でも
水素爆発が起きる。 2号機， 3号機ともに，14日
夜には，メルトダウンが起きていたと見られてい
る。また定期検査中だった 4号機の爆発は， 3号
機のベントで排出された水素が，排気管を通じて
逆流して起きた可能性が指摘されている。
　 3月11日から16日までに大気中に放出されたヨ
ウ素131とセシウム137を合わせた放射性物質の量
は，保安院の試算でおよそ77京ベクレル。1986年
に旧ソビエトで起きたチェルノブイリ原発事故の
10%余りにあたると推定され，INESと呼ばれる
原子力事故の国際基準で最も深刻なレベル 7と評
価された。これは，チェルノブイリ原発事故と同
じ評価レベルである。
　東京電力と政府は自衛隊や消防に協力を求め，
原子炉を冷やすため海水を注水した。ところが，
その水が高濃度の放射性物質を含む汚染水となっ
て原発の施設にたまっていることが次々と発覚。
4月 2日には海沿いの施設のひび割れから高濃度
の放射性物質を含む多量の水が海へ流出している
のが確認された。

2．放射性物質の食品への影響

　原発事故による放射性物質の拡散は，さまざま
な食品の流通に影響を与えた。
　 7月 8日以降，福島県産の牛の肉から国の暫定
基準値を超える放射性セシウムが相次いで検出さ
れ， 7月19日，政府は福島県に対し牛を市場に出
荷しないよう指示した。
　また， 8月 3日に農林水産省は，コメの検査を
収穫の前と後の 2段階で行い，暫定基準値を超え
る放射性セシウムが検出された場合，その地域で
栽培されたコメの廃棄処分を義務付けた。
　このほか野菜や原乳，魚介類などから放射性の
ヨウ素やセシウムが検出され，政府は出荷や摂取
の制限を指示した。

3．事故収束に向けた取り組み

　11年 4 月17日には，東京電力が事故の収束に向
けた工程表を発表した。収束に向けた作業は，た
まり続ける汚染水との闘いとなり， 6月27日，汚
染水を浄化したうえで原子炉に戻す「循環注水冷
却」を稼働させ，原子炉を冷却する作業を進めた。
　この浄化設備は，水漏れのトラブルが相次ぎ，
運転が不安定だったが，原子炉の温度は次第に下
がっていった。事故直後400度を計測していた 1
号機は， 8月に100度を下回り， 2号機， 3号機
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も 9月には，100度を下回った。事故直後， 1時
間あたり800兆ベクレルあった放射性物質の放出
量は，12月には1,300万分の 1の6,000万ベクレル
に下がり，12月16日，政府と東京電力は「冷温停
止状態を達成した」と発表した。今後，メルトダ
ウンによって原子炉や格納容器に溶け落ちた燃料
を25年後までに回収したうえで，原子炉や建物の
解体を進め，最長で40年後を目標に，廃炉の作業
を進める計画である。

4．避難区域等の設定

　事故による放射能汚染で，政府は 4月22日，半
径20キロ圏内を「警戒区域」に，20キロ圏外で，
放射線の積算量が年間20ミリシーベルト以上に達
すると予測される地域を「計画的避難区域」に指
定し， 5月末までに対象の住民を避難させた。
　また，政府は，同日 4月22日に，半径20キロ以
上30キロ圏内の一部の地域を「緊急時避難準備区
域」に指定し，自主的な避難を促したが， 9月30
日に，状況が改善したとして指定を解除した。
　福島県によると，今回の事故で避難した住民は
16万人に上るとされる。

5．復興に向けた動き

　11年11月11日，政府は，年間の被ばく線量が 1
ミリシーベルト以上の地域について，国が財政負
担をして除染を行い，20ミリシーベルト未満の地
域では，被ばく線量を 2年後までにおおむね半減
させることなどを盛り込んだ基本方針を決定し
た。12年 1 月 1 日には，除染に関する特別措置法
が施行され， 8県104の市町村で除染が逐次進め
られている。
　12年 1 月26日には，原発事故による福島県の避
難区域についても，年間の被ばく線量が50ミリシ
ーベルト以下の地域の除染を，14年 3 月末までに
完了するとした工程表がまとめられ，大量の汚染
土などを保管する「中間貯蔵施設」の立地の選定
を始め，本格除染に向けた準備が進められている。
　また，12年 1 月31日には，原発事故の影響で住
民の 9割以上が村外に避難している福島県川内村
の遠藤村長が「帰村宣言」を行い，12年 4 月に役
場や学校を再開するとしたスケジュールを公表し
た。
　12年 3 月 1 日には，福島第一原発の事故の影響
で役場機能を町外に移した自治体の中で初めて，
福島県広野町が元の庁舎での業務を再開した。

6．事故調査・検証委員会報告

　福島第一原発の事故原因の解明にあたっていた
政府の事故調査・検証委員会は，11年12月26日に
中間報告を公表。東京電力が 3年前に10メートル
前後の津波に襲われるという試算をしながら対策
をとらなかった経緯や，電源喪失した後の非常用
の冷却装置の操作について， 1号機で，基本的な
機能の認識不足による誤認があったこと。また，
3号機でも，社内の情報共有の不備があったこと
を明らかにし，東京電力の対応を「極めて不適
切」と批判した。
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【人的被害】（総務省消防庁）
　・死者 1 万6,278人
　・行方不明 2,994人
　・負傷者 6,179人
　　　　　　　　（2012年 3 月現在）
　○震災関連死（復興庁）　1,632人
　　　　　　　　（2012年 3 月現在）

【避難者数】（復興庁）
　・避難者数 34万4,477人
 全国1,217市区町村に所在
　　　　　　　　（2012年 4 月現在）
　・最多時 約47万人
　　　　　　　　（2011年 3 月14日）

【住宅被害】（総務省消防庁）
　・全壊 12万9,198棟
　・半壊 25万4,238棟
　・一部破損 71万5,192棟
　　　　　　　　（2012年 4 月現在）

【火災】　  （総務省消防庁）
　・火災 284件
　　　　　　　　（2012年 3 月現在）

【鉄道被害】（国土交通省）
　・被災した旅客鉄道　76路線
　　うち全線復旧済み　68路線
　　　　　　　　（2012年 4 月現在）

【道路被害】（国土交通省）
　被災した路線・区間数
　・高速道路　　　 15路線
　・国道　　　　　171区間
　・都道府県道等　536区間
　　　　　　　　（2012年 4 月現在）

【河川・海岸施設】（国土交通省ほか）
　・河川堤防崩壊・ひびわれなど　3,475か所
　・海岸堤防全・半壊　190キロメートル
　　※ 岩手・宮城・福島 3県の海岸堤防（300

キロメートル）の 3分の 2に相当
　　　　　　　　（2012年 4 月現在）

【ライフライン被害】（内閣府）
　・電気（停電）  891万戸（延べ）
　・ガス供給停止  48万戸（延べ）
　・水道（断水）  220万戸
　・電話停止  100万回線
　　　　　　　　（2012年 4 月現在）

【被害額】　　　　  （内閣府）
　・総計  　16兆9,000億円
　・建築物等  　10兆4,000億円
　・ライフライン施設 　 1 兆3,000億円
　・社会基盤施設  2 兆2,000億円
　・農林水産関係  1 兆9,000億円
　・その他  　 1 兆1,000億円
　  （文教施設，保健医療，福祉などの公共施
設）　　　　　（2011年 6 月現在）

※ 特に注記のないものは，2011年 3 月11日の
東北太平洋沖地震のほか宮城県沖を震源と
する地震（ 4月 7 日），福島県浜通りを震
源とする地震（ 4月11・12日）による被害
を含む。

（参考）東日本大震災の被害状況


